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大阪府警察電子署名管理規程 

平成17年12月２日本部訓令第35号 

 

（趣旨） 

第１条 この訓令は、大阪府警察における電子署名の実施及び職署名カードの管理に関し必要な事項

を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この訓令において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。 

(１) 電子署名 電子文書（大阪府警察行政文書管理規則（平成13年大阪府公安委員会規則第９号）

第２条第２項に規定する電子文書をいう。以下同じ。）について行われる措置であって、次に掲

げる要件をいずれも備えているものをいう。 

ア 当該電子文書が当該措置を行った者の作成に係るものであることを示すためのものであるこ

と。 

イ 当該電子文書について改変が行われていないかどうかを確認することができるものであるこ

と。 

(２) 電子証明書 第４号に規定する職署名カードを使用して電子署名を実施した者を確認するた

めに用いられる事項が当該者に係るものであることを証明するために作成される電磁的記録をい

う。 

(３) 電子署名符号 電子署名を実施するために用いるＰＩＮ（次号に規定する職署名カードを使

用して電子署名を実施する際に必要な識別番号をいう。以下同じ。）等の符号をいう。 

(４) 職署名カード 電子証明書及び職署名符号（職署名カードを使用して電子署名を実施するた

めに必要な符号をいう。）が記録されたカード（電磁的記録に係る記録媒体をいう。）をいう。 

(５) 電子契約 大阪府警察を当事者の一方とする契約であって、電子情報処理組織（大阪府警察

の使用に係る電子計算機（入出力装置を含む。以下同じ。）と当該契約の相手方の使用に係る電

子計算機とを電気通信回線で接続した電子情報処理組織に限る。）を使用する方法その他の情報

通信の技術を利用する方法により契約内容を記録した電子文書が作成されるものをいう。 

（電子署名の職名及び実施所属） 

第３条 大阪府警察の職に係る電子署名の職名は、次の各号に掲げるとおりとし、当該各号に定める

所属において電子署名を実施するものとする。 

(１) 警察本部長 総務部会計課、施設課及び装備課 

(２) 所属長 該当する所属 

（電子署名管理者） 

第４条 大阪府警察に電子署名管理者を置く。 

２ 電子署名管理者は、総務部長をもって充てる。 

３ 電子署名管理者は、大阪府警察の電子署名の実施及び職署名カードの管理に関する事務を統括す

るものとする。 

（電子署名副管理者） 

第５条 大阪府警察に電子署名副管理者を置く。 

２ 電子署名副管理者は、総務部総務課長をもって充てる。 

３ 電子署名副管理者は、電子署名管理者を補佐し、大阪府警察の電子署名の実施及び職署名カード

の管理に関する事務を掌理するものとする。 

（電子署名実施責任者） 

第６条 実施所属に電子署名実施責任者（以下「実施責任者」という。）を置く。 

２ 実施責任者は、所属長をもって充てる。 

３ 実施責任者は、所属における電子署名の実施及び職署名カードの管理（職署名カードを備え付け

ている所属（以下「備付所属」という。）に限る。）に関する事務を掌理するほか、これらの不正

使用及び電子署名符号の情報の漏えいを防止するための必要な措置を講ずるものとする。 

（電子署名取扱責任者） 

第７条 実施所属に電子署名取扱責任者（以下「取扱責任者」という。）を置く。 

２ 取扱責任者は、警察署以外の所属にあっては所属長補佐（これに相当する職を含む。）以上の職
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のうちから、警察署にあっては課長以上の職のうちから実施責任者が指定する職にある者をもって

充てる。 

３ 取扱責任者は、実施責任者の指揮を受け、所属における電子署名の付与及び職署名カードの管理

（備付所属に限る。）に関する事務を適正に行うものとする。 

（電子署名取扱担当者） 

第８条 実施所属に電子署名取扱担当者（以下「取扱担当者」という。）を若干人置くことができる。 

２ 取扱担当者は、実施責任者が指名する者をもって充てる。 

３ 取扱担当者は、実施責任者の指揮を受け、所属における電子署名の付与及び職署名カードの管理

（備付所属に限る。）に関する事務を補助するものとする。 

（電子署名の承認申請等） 

第９条 職署名カードの作成及び更新（以下「異動」という。）は、電子署名管理者が行うものとす

る。 

２ 実施責任者は、職署名カードを使用した電子署名を実施する必要があると認めるときは、あらか

じめ電子署名管理者（総務部総務課）に申請し、承認を受けなければならない。この場合における

申請は、職署名カードの作成の申請とみなす。 

３ 備付所属の実施責任者は、次に掲げる場合に、職署名カードの更新を申請するものとする。 

(１) 職署名カードの有効期間が満了する場合 

(２) 組織変更等により職署名カードの記録事項を変更する場合 

(３) 職署名カードに第13条第１項各号に掲げる事故があった場合 

(４) 前３号に掲げる場合のほか、電子署名管理者が必要と認める場合 

４ 前２項の規定による申請は、電子署名承認等申請書（別記様式第１号）により行うものとする。 

第９条の２ 実施責任者は、電子契約に係る電子署名を実施する必要があると認めるときは、あらか

じめ電子署名承認等申請書により電子署名管理者（総務部総務課）に申請し、承認を受けなければ

ならない。 

第９条の３ 実施責任者は、第３条各号に掲げる電子署名の職名以外の職名により電子署名を実施す

る場合は、電子署名管理者（総務部総務課）の承認を受けなければならない。 

２ 前２条の規定は、前項の規定により電子署名管理者（総務部総務課）の承認を受ける場合につい

て準用する。 

（職署名カードの登録等） 

第10条 電子署名副管理者は、職署名カード管理台帳（別記様式第２号）を備え付け、職署名カード

の異動の都度これを登録するものとする。 

２ 電子署名副管理者は、前項の規定により登録した職署名カードの有効期間が満了する場合その他

必要と認める場合は、大阪府警察における電子署名の実施の適正を図るため、実施責任者に対し当

該職署名カードの更新又は使用の廃止に関し必要な指示を行うことができる。 

（電子署名の実施） 

第11条 電子文書について職署名カードを使用して電子署名を実施するときは、取扱責任者又は取扱

担当者が、当該電子文書を決裁の終わった文書と照合し、相違がないことを確認（次条において「決

裁文書との確認」という。）の上、当該電子署名に係る者の電子署名を付与し、かつ、当該電子文

書に当該電子署名に係る電子証明書を添付しなければならない。 

２ 警察本部長又は所属長に事故があるため、他の職員が事務代理、事務取扱等を命ぜられ、その職

務を代行する場合においては、その職務を代行される者の職署名カードを使用して電子署名を実施

するものとする。 

第11条の２ 電子契約に係る電子署名を実施するときは、取扱責任者が、決裁文書との確認を行った

上、電子契約サービス事業者（大阪府警察又は契約の相手方の指示に基づき、電子文書に電子署名

の付与を行うサービスを提供する事業者をいう。）に電子署名の付与を指示するものとする。ただ

し、次に掲げる場合は、この限りでない。 

(１) 取扱責任者自身が、当該電子契約に係る実務を行う者である場合 

(２) 取扱責任者が不在の場合で、実施責任者が特に必要と認めるとき。 

（職署名カードの保管等） 

第12条 備付所属の取扱責任者は、次に掲げるところにより職署名カード及びＰＩＮ（以下「職署名
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カード等」という。）を適正に管理しなければならない。 

(１) 職署名カードを使用しない場合は、施錠することができる金庫等に保管すること。 

(２) ＰＩＮを取扱担当者以外の者に知られることのないように厳重に取り扱うこと。 

（事故報告及び失効申請） 

第13条 備付所属の実施責任者は、職署名カード等について次に掲げる事故が発生したときは、職署

名カード等事故報告書（別記様式第３号）により速やかに電子署名管理者（総務部総務課）に報告

しなければならない。 

(１) 職署名カードの破損による使用不能 

(２) 職署名カードの盗難、紛失、災害等による所在不明 

(３) ＰＩＮの忘失による使用不能 

(４) ＰＩＮ等職署名カードに記録されている情報（電子署名副管理者が書面により通知した情報

を含む。）の漏えい 

(５) 前各号に掲げるもののほか、不正使用のおそれがあると認められること。 

２ 備付所属の実施責任者は、前項第２号、第４号及び第５号に掲げる事故が発生したときは、電子

署名等失効申請書（別記様式第４号）を電子署名管理者（総務部総務課）に提出するものとする。 

第13条の２ 実施責任者は、電子契約に係る電子署名の使用を廃止するときは、電子署名等失効申請

書を電子署名管理者（総務部総務課）に提出するものとする。 

（職署名カードの廃棄） 

第14条 備付所属の実施責任者は、職署名カードがその使用の廃止により不用となったときは、職署

名カード返納書（別記様式第５号）により当該職署名カードを速やかに電子署名管理者（総務部総

務課）に返納しなければならない。 

２ 前項の規定により返納された職署名カードは、その記録された符号その他の情報が漏えいしない

よう総務部総務課において当該職署名カードの記録を確実に消去するものとする。この場合におい

て、当該職署名カードの記録が消去し難いときは、当該職署名カードを裁断等復元できない方法に

より廃棄するものとする。 


